
 

 

 

 

 

2007 年５月 11 日 
 

2007 年夏の神奈川県民ボーナスの見通し 
 

－民間１人あたりの支給額は前年比 1.9％増と３年連続のプラス－ 
 

 一部では足踏みとなっているものの、緩やかな回復が続く県内景気  

 神奈川県内の景気は、設備投資が拡大基調で推移し、個人消費も持ち直しの動きが

みられるなど、緩やかな回復が続いている。ただ、企業収益は輸出の減速などからや

や足踏み状態となっている。たとえば、日本銀行横浜支店「企業短期経済観測調査（2007

年３月神奈川県分）」によると、県内企業（全産業）の 2006 年度下期の経常利益（実

績見込）は前年比 1.9％減となった。もっとも、年度を均してみると、2006 年度は同

8.3％増と５年連続の増益を達成している。また、今春の賃上げ交渉では、県内消費者

物価が前年比プラスで推移するなか、前年実績並みの賃上げ率を確保したとみられる

ことなど、ボーナスを取り巻く環境は着実に改善している。 
 

 民間１人あたりの支給額は前年比 1.9％増 

 そうした状況を踏まえて、当社では今夏の県民ボーナスの見通しを行った。まず、

神奈川における今夏の民間１人あたりボーナス支給額は前年比 1.9％増の 57.8 万円と

伸びが大きく鈍化するものの、３年連続で前年実績を上回る見込みである（表－１）。 

 雇用者数については、新卒採用の増加に現れているように、県内企業でも積極的に

人員拡大を図っていることから、増加傾向が続いている。本予測では、民間企業に勤

める常用雇用者数を同 1.0％増と見込んだ。また、支給者割合も上昇すると予測して

おり、その結果、民間ボーナスの支給総額は同 3.4％増の１兆 7,983 億円と３年連続

で前年実績を上回る見通しとなった。 
 

 官民合計の支給総額は３年連続で前年実績を上回る 

 公務員を含めた１人あたりの支給額は前年比 1.6％増の 60.8 万円と、３年連続で前

年実績を上回ると予測した（表－２）。また、支給総額も同 3.0％増の２兆 417 億円と

前年実績を上回る見通しである。 

 なお、公務員のボーナスに関しては、2006 年 10 月の神奈川県人事委員会の給与勧

告に基づき月例給与や支給月数が据え置かれる見通しである。本予測では、公務員１

人あたりの支給額は前年実績とほぼ同水準で推移すると見込んだ。 
 

 ボーナス支給総額の増加による個人消費の後押しを期待 

 このようにボーナス支給総額が引き続き前年実績を上回ることは、企業部門から家

計部門へと回復の連鎖がなお途切れずにつながっていることを示している。この先、

息の長い景気回復を持続させるためにも、今回のボーナス増額が夏場以降の消費回復

を後押しする効果に期待したい。 
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（ 表―１）民間ボーナス（夏季）の推移  

（上段：金額、下段：前年比増減率） 

 

1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年

平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

万円　

民　　間 61.4 54.0 53.8 55.2 51.3 52.0 52.0 53.5 56.7 57.8
１人あたり ％　

支 給 額 ▲ 3.7 ▲ 12.0 ▲ 0.3 2.5 ▲ 7.0 1.3 ▲ 0.0 3.0 5.9 1.9

億円　

民　　間 20,558 17,290 17,575 17,866 16,556 16,251 15,740 16,080 17,386 17,983
％　

支給総額 ▲ 6.1 ▲ 15.9 1.6 1.7 ▲ 7.3 ▲ 1.8 ▲ 3.1 2.2 8.1 3.4

（注１）「民間」とは県民で民間事業所に勤務している常用雇用者（県内に住み県内で働いている

人、県内に住み県外で働いている人の合計、県外に住み県内で働いている人は含まない）。 

（注２）2006 年以前は実績推計、2007 年は予測。なお、実績推計の数値は推計に用いた統計の改

訂などによって変更されることがある。 

 

 

 

（表―２）官民ボーナス（夏季）の推移  

（上段：金額、下段：前年比増減率） 

1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年

平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

万円　

官 民 計 64.2 57.5 57.1 58.3 54.6 56.0 55.5 56.9 59.8 60.8
１人あたり ％　

支 給 額 ▲ 3.2 ▲ 10.3 ▲ 0.8 2.2 ▲ 6.4 2.5 ▲ 0.8 2.5 5.1 1.6

億円　

官 民 計 23,160 19,915 20,120 20,400 19,034 18,943 18,240 18,526 19,827 20,417
％　

支給総額 ▲ 5.4 ▲ 14.0 1.0 1.4 ▲ 6.7 ▲ 0.5 ▲ 3.7 1.6 7.0 3.0

 

（注１）「官民計」は県民で公務に就いている常用雇用者（同上）と｢民間｣の平均値。 

（注２）2006 年以前は実績推計、2007 年は予測。なお、実績推計の数値は推計に用いた統計の改

訂などによって変更されることがある。 

 



 

（表－３）夏のボーナスを取り巻く経済環境（神奈川県）  

2004年夏 2005年夏 2006年夏 2007年夏

(2003年度下期) (2004年度下期) (2005年度下期) (2006年度下期)

 経常利益 (前年比、％) 13.6 8.9 14.6 ▲ 1.9

 売上高経常利益率 (％) 3.87 3.80 4.13 4.12

 有効求人倍率 (倍) 0.66 0.88 1.07 0.92

 常用雇用指数 (前年比、％) ▲ 1.0 ▲ 1.6 ▲ 0.1 0.6

物価動向  消費者物価指数 (前年比、％) ▲ 0.3 ▲ 0.1 ▲ 0.6 0.4

(％) 1.58 1.59 1.67 1.64 春季賃上げ率（県商工労働部調べ）

企業収益

雇用情勢

 

（注１）春季賃上げ率は各年春の数値。2007 年は速報値（５月８日現在の集計値）。 

（注２）企業収益は日本銀行横浜支店「企業短期経済観測調査（神奈川県分）」による全産業ベー

スの数値。 

（注３）有効求人倍率はパートを除くベース。 

（注４）常用雇用指数は従業者規模５人以上の事業所ベース。2006 年度下期は 2006 年 10 月から

2007 年２月までの平均値の前年との比較。 

 

 

（表－４）予測の概要  
 

雇用者数 × 支給者割合 ×
１人あたり
支給額

＝ 総　額

（万人） （万円） （百億円）

332.3 93.7% 57.8 179.8

1.0% (+0.5%) 1.9% 3.4%

県内在住かつ県内従業 106.2 94.2% 62.4 62.4

（30人以上事業所） 0.6% (+0.5%) 1.8% 2.9%

同　上 124.3 94.2% 43.9 51.4

（30人未満事業所） 0.6% (+0.5%) 1.5% 2.7%

県内在住で県外従業 101.8 92.5% 70.1 66.0

1.8% (+0.4%) 2.2% 4.5%

24.7 100.0% 98.5 24.3
▲0.3% (0.0%) 0.0% ▲0.3%

民 間

公 務

 

（注１）下段は前年比増減率。ただし、支給者割合については前年差。 

（注２）雇用者数は、今年度上期の伸び率を参考にして求めた 2007 年６月の予測値。 

（注３）支給者割合は雇用者のうちボーナスを支給される者の割合であり、過去の変動などより 

推定した。 

（注４）１人あたり支給額は、企業収益の動向などを説明変数とした関数推計による。 

（注５）公務については、雇用者数、１人あたり支給額ともに、「国勢調査報告」、「地方財政統計

年報」および「市町村別決算状況調」などから求めた浜銀総合研究所による推定値。 

（注６）公務と民間との水準格差については、公務が一般職員のみを対象とした平均値であるの 

に対して、民間は少額の賞与が支払われる契約社員など非正規雇用者を含んだ平均値であ

ることに主に起因していると考えられる。 

 

以  上  


